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１．「商店街活動におけるPDCAサイクル活用」事業概要
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商店街活動におけるPDCAサイクル活用事業 概要

平成26年度から委託事業として「商店街活動におけるPDCAサイクル活用事
業」を実施。活用マニュアルの作成や、実証事業を行っている。

周辺環境が変化する中で
商店街が持続可能性を確
保するためには、商店街活
動において将来ビジョンを見
据え、PDCAサイクルを回し
ていくことが不可欠。

PDCAサイクル活用マニュア
ルの作成や、当該マニュアル
を活用した商店街での実証
事業を行い、商店街への普
及を目指す。
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26年度～28年度までの取組概要

自走化に向け
たモデル実証

＜主な内容＞
・商店街・自治体に対するアンケート及びヒアリング調査
・先行取組３事例に基づく『ＰＤＣＡ運用シート』の作成
・普及促進方針検討

＜主な内容＞
・商店街・自治体に対するアンケート及びヒアリング調査
・先行取組３事例に基づく『ＰＤＣＡ運用シート』の作成
・普及促進方針検討

活用状況調
査 商店街活動におけるＰＤＣ

Ａサイクルの活用等に関する
調査研究事業

平成26年度

商店街活動におけるＰＤＣ
Ａサイクル活用マニュアル作
成等に関する委託事業

平成27年度

＜主な内容＞
・ＰＤＣＡサイクル実践のモデル実証３商店街（地元大
学、まちづくり会社が作成）
・商店街支援者への普及促進を図る研修

＜主な内容＞
・「ＰＤＣＡサイクル活用マニュアル」の作成
・「運用シート」「マニュアル」をもとにしたモデル実証３商店街
（事務局にて作成）

＜主な内容＞
・「ＰＤＣＡサイクル活用マニュアル」の作成
・「運用シート」「マニュアル」をもとにしたモデル実証３商店街
（事務局にて作成）

商店街活動におけるＰＤＣ
Ａサイクル活用促進に関する

調査事業

平成28年度

マニュアル作成
とモデル実証

先行取組事例をひな形とした『ＰＤＣＡ運用シート』と、『マニュアル』を作成。
28年度は自走化に向けた実証事業等を実施。
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26年度成果：PDCA運用シートの構成
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26年度成果：ＰＤＣＡ運用シートの例
・岩村田本町商店街

モデル地域を含む市全域の人口分布
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26年度成果：ＰＤＣＡ運用シート １０のポイント
①先進的商店街から始め、できるだけ多くの商店街に普及を図る。
②言葉を「見える化」することを重視する。
③「商店街（商い）」と「まち」という２つの視点から考える。
④「まち」については、将来の行政計画、商圏人口（将来人口見通し）を意識する。
⑤「商店街」の将来目標を体系化して、事業を位置づける。

・目標年次は、３～５年／１０年程度を想定。

⑥事業のＰＤＣＡを行う。
⑦評価は「商店街（商い）／自己評価」と「まち／関係者評価」の二つの視点から。
⑧評価は、できるだけ定量化／数値化する。プラス（右肩上がり）の目標設定に取り組
む。
・「組合員／住民の○割が、賛成／肯定／満足など」

⑨個別の事業あるいは施策の評価と別に、「商店街（商い）」と「まち」の全体評価を行
い、将来像への達成状況を把握する。

⑩上記の③～⑨を踏まえ、将来像の実現のための施策・事業の体系にそって、事業等の見
直しを検討する。
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27年度成果：PDCAサイクル活用マニュアル

出所）□□□□□□□□□■

■PDCAサイクル活用マニュアル本編のイメージ
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27年度成果:PDCAサイクル活用のモデル実証
栃木県宇都宮市 滋賀県大津市 山口県下関市

商店街 宇都宮オリオン通り商店街振興組合 石山商店街振興組合 長府商店街協同組合

タイプ 広域型 近隣型 近隣型

将来像・計
画の検討・策
定状況

・同商店街「未来創生事業」にて、平成
22～26年の5年間の事業計画策定。
・現在その第2弾を作成中。
・近年、市中心部の商業環境が変化し、
商店街の性質が従来の広域型から近
隣型に変化しつつある中で、将来の方
向性や自らのポジショニングを検討。

・石山商店街アクションプラン（平成20
年2月策定）
・商店街活性化事業計画（平成22年
5月申請）
・石山商店街アクションプラン2014（平
成26年3月策定）

・長府地区地域活性化協議会において、
個別事業について検討。
・下関市では中学校区単位のまちづくり
協議会の設置が進められており、長府
地区についても平成28年1月に長府
地区まちづくり協議会が設立され、その
中の商工業活性化部会においてビジョ
ン等の検討を予定。

研修の主眼

P（計画）
・将来像と施策体系の見直し
※住民・事業者アンケート実施

C（評価）
・これまでの施策
・事業の評価を踏まえた施策
・事業の見直し・改善
※住民アンケート実施

P（計画）
・現状事業の棚卸し
・将来像と施策体系の設定

商店街以外
の参加者

・市役所（中心市街地活性化担当）
・NPO法人宇都宮まちづくり推進機構、
下野新聞社、中小企業診断士 等

・市役所（商工労働政策担当）
・県立大学、地区社協、NP0法人カズ
ン 等

・市役所（産業振興担当）
・商工会議所、観光協会、NP0法人城
下町アクティブクリエイティブ倶楽部、
ディナモ長府もりあげ隊等
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27年度成果：ＰＤＣＡ運用シートの例
・宇都宮オリオン通り商店街

モデル地域を含む市全域の人口分布
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２．「商店街活動におけるPDCAサイクル活用事業」の
成果と課題についての考察
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モデル実証を経た、ポジティブな動き

モデル実証商店街では、「みんなを巻き込んで将来像を考える」動きが
生まれてきている。

商店街支援プラットフォームの構築＝「みんなで考え、実行する体制づくり」
・自治体、商工会議所、支援機関、地元大学等の巻込みと関係の継続
・商店街以外の担い手との戦略的・持続的連携

将来像を考えるための情報への理解の進展 ＝「商店街への期待」への理解
・市の上位計画、将来人口動向への関係者の理解
・住民・利用者アンケートによるニーズ把握

包括的取組、戦略的・体系的取組の必要性の認識共有と、事業連携。
・施策・事業、戦略の「見える化」と共有
・将来像実現に向けた、重点顧客対象への意識
・単発の事業だけでなく、将来像実現への体系的取組への意識

アンケート等のナレッジシェア
・アンケート票等の共有
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モデル実証を経た、普及への課題

商店街を主体としつつ、地域ぐるみで取り組む必要性が認識共有されて
いないのではないか。
取り組みを着実に進めるための体制と資金の確保が必要。

「将来像を考える（Ｐづくり）」の有効性の認識の確保
・将来像と体系的な事業戦略の必要性を認識する商店街は少数
・先行事例の成果共有など、商店街の普及啓発の推進
・個別分野の専門家活用の前捌きとしての位置づけ
・長期的まちづくりを進める主体者としての自治体の参画の確保 等

商店街支援プラットフォームの構築＝「みんなで考え、実行する体制づくり」
・商店街以外の「まち」に関わる民間主体の巻き込み
・コーディネート、ファシリテートを行う主体の確保
・アンケート、計画検討を行う資金負担 等
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３．「商店街活動におけるPDCAサイクル活用事業」を踏まえた、
商店街支援の在り方検討の視点
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「商店街の将来像を考えよう～まちが変わる、商店街を変える～」

自治体の「地方創生の取り組みの一環」として、商店街を変える視点が必要で
はないか。
あくまでも商店街（事業者／地権者／住民）が主体となって、自治体を含む
関係者を巻き込んで取り組むことが必要ではないか。

高齢化・人口減少に向けて「まちが変わる」のに対して商店街が応えるには、既存事業
者だけでは困難ではないか。
・人口と都市機能の再配置戦略を踏まえ、“残るべき商店街”を再構築する。
・事業の担い手、投資者
・計画づくり、マネジメントの事務局体制

自治体主導では変えられず、民間だからこそ持続可能な事業活動として取り組めるの
ではないか。
・自治体の機能誘導には限界（住民・事業者が「まち」を選ぶ）
・自治体の商店街振興担当者では、分野横断的施策展開が困難ではないか。

コミュニティ起点で地方創生を実現するための体制構築が必要ではないか。
・まちに関わる関係者（産・学・官・金・労・言）の巻き込みと事業分担
・専門家による詳細計画策定と事業執行支援
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（参考）地方創生実現に向けた、暮らし続けられる「地域圏域」への視点
就労・経済活動と生活の両立＝自律と互助による経済循環（担い手確保と再投資）

国 都道府県地域ブロック 基礎自治体都市圏 コミュニティ

地域経済活動の
維持・拡大

雇用・人材育成

主な支援機関

国際競争向け研究開発
基盤整備、クラスター形成等の広域的、戦略的展開（製造業、観光業等）

海外市場展開支援含むビジネスとしての高度化

企業誘致
地域中小企業や高齢者・女性含む担い手による新分野展開、企業の支援

国等の試験研究機関

高度人材・企業家の育成、確保（大学、高専等）

歴史、風土、都市集積など社会的・文化的一体性を持つ地域での振興

継続的に通勤・通学できる範囲で労働移転円滑化
公設試験研究機関、地場産業振興機関、地元大学・高専 等

商工会議所・商工会、農協 等
信用金庫、信用組合地方銀行

産業振興

買物・余暇
消防
教育
福祉
医療

公共交通

主な
生活インフラ

公務・自治行政 自治会/公民館市役所都道府県地方局
定住自立圏都道府県庁

１次医療２次医療３次医療
地域包括ケア福祉、介護

保育、小学校、中学校高 校大 学
消防団市町村消防広域消防

年に数回の買物、余暇 日常品・コンビニ週単位の買物・余暇月単位の買物・余暇
航空路・新幹線 鉄道（在来線、地方鉄道）・バス 移送サービス

上下水道
電 力

国 都道府県地域ブロック 基礎自治体都市圏 コミュニティ生活サービス

ごみ処理
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国 都道府県地域ブロック 基礎自治体都市圏 コミュニティ

地域経済活動の
維持・拡大

雇用・人材育成

主な支援機関

国際競争向け研究開発
基盤整備、クラスター形成等の広域的、戦略的展開（製造業、観光業等）

海外市場展開支援含むビジネスとしての高度化

企業誘致
地域中小企業や高齢者・女性含む担い手による新分野展開、企業の支援

国等の試験研究機関

高度人材・企業家の育成、確保（大学、高専等）

歴史、風土、都市集積など社会的・文化的一体性を持つ地域での振興

継続的に通勤・通学できる範囲で労働移転円滑化
公設試験研究機関、地場産業振興機関、地元大学・高専 等

商工会議所・商工会、農協 等
信用金庫、信用組合地方銀行

産業振興

市役所都道府県庁

週単位の買物・余暇買物・余暇
消防
教育
福祉
医療

公共交通

主な生活インフラ

公務・自治行政 自治会/公民館都道府県地方局
定住自立圏

１次医療２次医療３次医療
地域包括ケア福祉、介護

保育、小学校、中学校高 校大 学
消防団市町村消防広域消防

年に数回の買物、余暇 日常品・コンビニ月単位の買物・余暇
航空路・新幹線 鉄道（在来線、地方鉄道）・バス 移送サービス

上下水道
電 力

国 都道府県地域ブロック 基礎自治体都市圏 コミュニティ生活サービス

ごみ処理

コミュニティ基点でのコミュニティ基点での
地域再構築

都市圏内で働ける新たな産業おこしに取り組む
（地域資源活用型、域内需要対応型ビジネス等）

既存集積の高度化のための取組
（＝地域間競争に勝ち残る都市圏としての強みづくり）

都市圏内での住む場所・都市圏内での住む場所・
働き方の変化に応じた、
生活サービスの再編

世界や国内での広
域連携により、より
高度な取組を行う

都市圏内
での働き
方・住む場
所の変化

超高齢社会に向け、コミュニティを基点に生涯暮らし続けられる「地域圏域」を再構築



Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 18

（参考）26年度調査の商店街および自治体アンケート結果より

商店街活動におけるＰＤＣＡサイクルの活用等に関して、全国の法人格を有する商
店街およびそれらの商店街が所在する市区町村を対象にアンケートを実施した。
アンケート調査の回収状況は以下のとおり。
・法人格を有する商店街 １２１３票（回収率３６％）
・それら商店街の所在自治体 ４９７票（回収率７０％）
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「現行有効な計画・ビジョンを持っている」のは、302商店街。

そのうち「事業実施の際に効果評価を実施している」のは、122商店街。

現行有効
な計画・ビ
ジョンを持っ
ている
302現在意識

している計
画・ビジョン
はない
853

無回答
58

（n=1213）

商店街

商店街

商店街

現在意識している計画・ビジョンの有無

事業実施
の際に効
果評価を
実施してい
る
122

効果評価
は実施して
いない
149

無回答
31

（n=302）

（「商店街の計画・ビジョンあり」回答）
PDCA効果評価の実施状況

商店街

商店街

商店街

【商店街の事業やビジョンについてのアンケート結果】
■計画・ビジョンの有無、効果評価の実施状況
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■「計画・ビジョンを持っている」302商店街の、計画策定の経緯と体制

32.5%

43.4%

20.9%

18.2%

34.1%

5.0%

5.3%

0% 20% 40% 60%

商店街の単独の自主事業として策定した

市等の補助事業を利用して策定した

行政の他の計画との関連で策定した

計画・ビジョンづくり自体を目的として策定した

補助事業の適用要件として、計画を策定した

その他

無回答 （n=302）

44.4%

39.1%

42.4%

15.9%

6.3%

0% 20% 40% 60%

商店街組合員のみで策定した

コンサルタント等の活用

行政の参画

その他機関の参画

無回答

（n=302）

策定経緯【複数回答】 策定体制【複数回答】

計画、ビジョンを策定した経緯としては、「市等の補助事業を利用」43.4%、「補助事
業の適応条件として策定」34.1%など、補助事業の関わりが上位。
計画、ビジョンの策定体制として、「商店街組合員のみ」が44.4%と最多。次いで「行
政の参画」42.4%、「コンサルタント等の活用」が39.1%。
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■商店街や商業集積に関わる振興計画・ビジョンの有無
「商店街や商業集積にかかわる現在有効な計画・ビジョンを持っている自治体は51.5％
計画、ビジョンにおける商店街や商業集積振興の位置づけ、重点としては、「総合的な計
画、ビジョンにおいて記載」が62.1％、「産業振興、中小企業振興等の一環」が42.6％
など。「商店街・商業集積振興に特化した全市的な計画」は14.5％。

商店街や商業集積に関わる
振興計画・ビジョンの有無

現在有
効な計
画・ビジョ
ンを持っ
ている
51.5%

現在有
効な計
画・ビジョ
ンがない
48.3%

無回答
0.2%

（n=497）

計画、ビジョンにおける商店街や商業集積振興の位置づけ、重点
【複数回答】

62.1%

42.6%

31.3%

14.5%

24.6%

1.6%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80%

総合的な計画、ビジョンにおいて商店街、商業集積の振興を記載し
ている

産業振興、中小企業振興等の一環としての計画、ビジョンをもってい
る

主にまちづくりの一環としての計画、ビジョンをもっている

商店街、商業集積振興に特化した全市的な計画をもっている

市内の一部区域を対象とした計画において、商店街、商業集積振
興を含んでいる

その他

無回答
（n=256）

【自治体における商店街や商業集積についての振興策やビジョン等のアンケート結果】
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■商店街が計画、ビジョンを策定することに対する支援や今後の支援の予定
商店街の計画策定への支援を行っている自治体は37.0％

それら自治体の支援内容は、「検討への参加、関与」が60.3％、「資金の援助」53.8％
など

商店街が計画、ビジョンを策定することに
対する支援や今後の支援の予定

支援を行っ
ている
37.0%

現在は支援
していない
が、今後、
支援の予定
がある
9.9%

支援してお
らず、今後
の予定もな
い

52.5%

無回答
0.6%

（n=497）

53.8%

20.7%

23.9%

60.3%

3.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

計画、ビジョン策定に係る資金の補助

計画、ビジョン策定に係る指導

計画、ビジョン策定に係る専門家の派遣

計画、ビジョン策定の検討への参加、関与（オ

ブザーバー参加等）

その他

無回答
（n=184）

商店街への支援の内容【複数回答】


